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・我が国鉄鋼産業の現状 

・鉄鋼産業の社会貢献努力（環境対策）

日本鉄鋼連盟自主行動計画（'90年度比-10%（粗鋼１億㌧前提））
参加９１社のエネルギー消費削減実績

'９０ '０７ '０８ '０９ '１０

エネルギー
消費量

2,439 2,379 2,158 2,018 2,275

削減比率
（絶対量）

ベース -2.5% -11.5% -17.3% -6.7%

　〃
（粗鋼補正後）

ベース -12.5% -8.0% -7.6% -9.3%

単位：ＰＪ/年

・原燃料輸入、製品輸出において輸送コスト削減 

 は喫緊の課題であり、この為の港湾インフラの 

 拡充は不可避である。 

・港湾インフラ拡充には莫大な投資が必要となる 

 が中国では大型公共港湾の整備が進められて 

 おり、国際的なイコールフィッティングの観点から 

 支援をお願いしたい。 

・我が国鉄鋼業は「国内製造業への国際競争力ある素材供給」によって産業空洞化 
 の抑止に貢献すると共に、環境対策等の社会貢献も継続して行っている。 
・一方で国内需要が低迷する中、拡大するアジア市場へ活路を求めているものの、 
 同市場では中・韓勢との熾烈な競争に晒されている。 
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＜鉄鋼原料輸送の現状＞

　　↓

　　↓

・所要量の１００％を輸入に依存

・原料輸送コストの国際競争力が低下

・造船・操船技術向上により、世界的に
　更なる大型化が進行

・輸入コスト削減のため徐〄に輸送船型
　の大型化を志向してきたものの、既に
　現有港湾能力・制約限界に到達

・鉄鋼原料の輸入量・輸送イメージ 
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 ･円高により、輸送費に占める入港時の円コスト部分の国際比価が上昇 
   低減策の模索が望まれる 

ハード対策 

鉄鉱石受入港湾能力増強  

･３０万㌧超級大型船の満載入港を可能とする､国際的フロントランナーたりえる 
 鉄鉱石受入港湾の整備 
･ケープサイズ船１８ｍ満載入港のための､鉄鉱石受入港湾の能力底上げ  

ソフト対策 

夜間入出港の拡大 潮位利用入港の弾力性拡大 

･潮位を考慮した最大入港喫水の拡大  ･２４時間入出港可能港の拡大  

Ⅰ．鉄鋼原料（鉄鉱石）受入港湾に係る提言・期待 

その他問題意識 

 入港条件に関する諸規制については法改正により道筋をつけて戴いているが、 

 もう一段のご助力（都道府県港湾管理者、海上保安庁、水先人協会へのご指導） 
 により更なる効果拡大をお願いしたい  
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６０

６０

１１０

但し、効果を最大化するためには夜間入出港拡大
との組み合わせが必要（潮高機会の確実な捕捉）

０.７

＋α（後続船影響解消の付帯効果あり）

百万円／隻

約１.１万トン／隻の貨物増

・最大６時間の沖待ちが解消

１８０型満船　　→　３００型満船
（約１２.０万トンの貨物増）

１８０型満船　　→　３００型２港目
（約５.０万トンの貨物増）

１８０型足切り　→　１８ｍ満船
（約２.２万トンの貨物増）

運賃低減効果

滞船料削減効果

１６

運賃低減効果

（貨物量増）

（貨物量増）

提言の具体的イメージと効果 

・入港喫水／船型別　最終港負担運賃（伯→日）イメージ　 ＄／Ｔ

３１.０ ２７.０
足切り 満船

２３.０ ２０.０
２港揚 満船

算出前提 航路：Tubarao／南日本シャトル

燃料：＄５００／㌧

入港喫水

航路増深によるコスト低減

船型
（満船喫水）

出典：弊社試算

（２１ｍ）

１８０型

３００型

１６ｍ １８ｍ ２１ｍ

（１８ｍ）

－４.０

－４.０

－３.０

現行 潮位勘案なし １７.６ｍ － １.６ｍ ＝ １６.０ｍ

↓ ＋１.１ｍ

潮位利用※ 潮高勘案 １８.７ｍ － １.７ｍ ＝ １７.０ｍ

航路水深

潮位利用による入港喫水緩和

－ 入港喫水余裕水深
（10%）

＝

＋１ｍ

（１／４日（６時間）の入出港規制がゼロに緩和されたケース）
・安全対策・水先人、曳船、綱取の確保の課題あり

夜間入出港制約緩和

効果：約８０億円/年（全国） 
   国際バルク港湾検討時弊社試算 
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Ⅱ．鉄鋼製品分野における物流インフラ整備について 

1.日本鉄鋼業の国内物流体制 
 １）鉄鋼製品の輸送機関別比率（対象：一次輸送） 
 

○鉄鋼製品物流について 

 国内の製鐵所は臨海部に立地し、製品出荷については、船舶が太宗を占め、国内物
流は中継基地から需要家へ届ける段階でトラック輸送が主力となる。輸出は基本的に
は、各製鐵所のプライベートバースからの出荷が殆どで、バルク船が主体。結果、国内、
輸出とも、港湾設備に関して主力船型の満船入港を可能とすることが輸送の効率化を
左右する事となる。 

・国内物流においは船舶+鉄道で輸送する比率が高く、全体の71％を占める。 
・また、輸送距離500ｋｍ以上においては95％を船舶+鉄道が占め、鉄鋼業界としてモー
ダルシフト化を推進してきた。 
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・入港制約要因の内、岸壁水深１６港が 
 最も多く、航路水深、航路幅の順位。 
 （重複あり） 
 
・改善が必要な港の内、公共が１２港と 
 全体の７５％を占める。 
 
・船型別では圧倒的に499船型の制約が 
 多い。 

2.国内物流における課題 

1)課題  

 ①積出港への入港航路や岸壁エリアが土砂の堆積等により、計画水深に対して水深が
浅くなっている港が増えており、船舶が満船で入港する事が出来ない。 

 ②近年、国内海上輸送の主流船型は約1700トン積載可能な499船型となる中、計画水
深が当該船型の入港水深を満たしていない積出港が散見されてきた。 

   日本鉄鋼業の主要国内揚げ地状況 （調査対象：110港） 

水深を増深する事により、４９９船へ移行され、年間１３億程度のコストメリットが創出される。 

2)要望内容 
 ①計画水深を確保出来ていない港湾における早期浚渫の実施 
 ②計画水深が不足している港湾における岸壁計画の増深と入港航路の整備 
 ③私有岸壁における整備コストの軽減措置、公的支援の拡充  

3）期待効果 
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3.輸出出荷における物流状況と課題 

1）輸出出荷状況 

 ①輸出の向先は「近隣国」から「遠隔地（インド・中近東・南米他）」にシフトしており、輸出 

  船舶も大型する傾向にある。 

  ②輸出競争力確保のため、3.5万トンのスモール 

  ハンディー船型にとどまらず、5万ﾄﾝのハンディー 

  マックス船型が満載可能な製鐵所岸壁を複数有 

  する事が必要となる。 

2）課題 

 ①能力向上に伴う港湾計画の変更に係わる諸手続きは複雑で、審査等に長い時間を要する。 

 ②浚渫、岸壁強度増強、岸壁背面の液状化対策等に莫大な費用を要する。 

3)要望内容 

   ①岸壁の浚渫、岸壁整備等に係る迅速な手続き 

 ②製品輸出岸壁インフラ整備コストの軽減措置 

 

 

4）期待効果 

 

 

 

 ＜参考：外航船の船型＞ 

・大型船化によりロット集約が図れ、フレート削減及び出荷能力の増強（船舶の入替削減）等のメ
リットが期待される。 

 コンペティーターである、中・韓の港湾計画は今後精査が必要だが、イコールフィッティ
ングの観点から支援をお願いしたい。 
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